
平成™�年š月š˜日 月曜日 (号外特第�号)官 報

２

前
項
に
規
定
す
る
独
立
企
業
間
価
格
と
は
、
内
部
取
引
が
次
の
各
号
に
掲
げ
る
取
引
の
い
ず
れ
に
該
当
す
る
か

に
応
じ
当
該
各
号
に
定
め
る
方
法
の
う
ち
、
当
該
内
部
取
引
の
内
容
及
び
当
該
内
部
取
引
の
当
事
者
が
果
た
す
機

能
そ
の
他
の
事
情
を
勘
案
し
て
、
当
該
内
部
取
引
が
独
立
の
事
業
者
の
間
で
通
常
の
取
引
の
条
件
に
従
つ
て
行
わ

れ
る
と
し
た
場
合
に
当
該
内
部
取
引
の
対
価
の
額
と
さ
れ
る
べ
き
額
を
算
定
す
る
た
め
の
最
も
適
切
な
方
法
に
よ

り
算
定
し
た
金
額
を
い
う
。

一

棚
卸
資
産
の
販
売
又
は
購
入

次
に
掲
げ
る
方
法

イ

独
立
価
格
比
準
法
（
特
殊
の
関
係
と
し
て
政
令
で
定
め
る
関
係
（
ロ
に
お
い
て「
特
殊
の
関
係
」と
い
う
。）

に
な
い
売
手
と
買
手
が
、内
部
取
引
に
係
る
棚
卸
資
産
と
同
種
の
棚
卸
資
産
を
当
該
内
部
取
引
と
取
引
段
階
、

取
引
数
量
そ
の
他
が
同
様
の
状
況
の
下
で
売
買
し
た
取
引
の
対
価
の
額
（
当
該
同
種
の
棚
卸
資
産
を
当
該
内

部
取
引
と
取
引
段
階
、
取
引
数
量
そ
の
他
に
差
異
の
あ
る
状
況
の
下
で
売
買
し
た
取
引
が
あ
る
場
合
に
お
い

て
、
そ
の
差
異
に
よ
り
生
ず
る
対
価
の
額
の
差
を
調
整
で
き
る
と
き
は
、
そ
の
調
整
を
行
つ
た
後
の
対
価
の

額
を
含
む
。）に
相
当
す
る
金
額
を
も
つ
て
当
該
内
部
取
引
の
対
価
の
額
と
さ
れ
る
べ
き
額
と
す
る
方
法
を
い

う
。）

ロ

再
販
売
価
格
基
準
法
（
内
部
取
引
に
係
る
棚
卸
資
産
の
買
手
が
特
殊
の
関
係
に
な
い
者
に
対
し
て
当
該
棚

卸
資
産
を
販
売
し
た
対
価
の
額
（
ロ
に
お
い
て
「
再
販
売
価
格
」
と
い
う
。）か
ら
通
常
の
利
潤
の
額
（
当
該

再
販
売
価
格
に
政
令
で
定
め
る
通
常
の
利
益
率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
を
い
う
。）を
控
除
し
て
計
算
し
た

金
額
を
も
つ
て
当
該
内
部
取
引
の
対
価
の
額
と
さ
れ
る
べ
き
額
と
す
る
方
法
を
い
う
。）

ハ

原
価
基
準
法
（
内
部
取
引
に
係
る
棚
卸
資
産
の
売
手
の
購
入
、
製
造
そ
の
他
の
行
為
に
よ
る
取
得
の
原
価

の
額
に
通
常
の
利
潤
の
額
（
当
該
原
価
の
額
に
政
令
で
定
め
る
通
常
の
利
益
率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
を

い
う
。）を
加
算
し
て
計
算
し
た
金
額
を
も
つ
て
当
該
内
部
取
引
の
対
価
の
額
と
さ
れ
る
べ
き
額
と
す
る
方
法

を
い
う
。）

ニ

イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
方
法
に
準
ず
る
方
法
そ
の
他
政
令
で
定
め
る
方
法

二

前
号
に
掲
げ
る
取
引
以
外
の
取
引

同
号
イ
か
ら
ニ
ま
で
に
掲
げ
る
方
法
と
同
等
の
方
法

５

国
税
庁
の
当
該
職
員
又
は
非
居
住
者
の
納
税
地
の
所
轄
税
務
署
若
し
く
は
所
轄
国
税
局
の
当
該
職
員
は
、
非
居

住
者
の
内
部
取
引
に
係
る
第
一
項
に
規
定
す
る
独
立
企
業
間
価
格
を
算
定
す
る
た
め
に
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
前

項
の
規
定
に
基
づ
き
提
出
さ
れ
た
帳
簿
書
類
（
そ
の
写
し
を
含
む
。）を
留
め
置
く
こ
と
が
で
き
る
。

６

前
二
項
の
規
定
に
よ
る
当
該
職
員
の
権
限
は
、犯
罪
捜
査
の
た
め
に
認
め
ら
れ
た
も
の
と
解
し
て
は
な
ら
な
い
。

７

国
税
庁
、
国
税
局
又
は
税
務
署
の
当
該
職
員
は
、
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
質
問
、
検
査
又
は
提
示
若
し
く
は
提

出
の
要
求
を
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
身
分
を
示
す
証
明
書
を
携
帯
し
、
関
係
人
の
請
求
が
あ
つ
た
と
き
は
、
こ
れ

を
提
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

８

次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
は
、
三
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。

一

第
四
項
の
規
定
に
よ
る
当
該
職
員
の
質
問
に
対
し
て
答
弁
せ
ず
、
若
し
く
は
偽
り
の
答
弁
を
し
、
又
は
同
項

の
規
定
に
よ
る
検
査
を
拒
み
、
妨
げ
、
若
し
く
は
忌
避
し
た
者

二

第
四
項
の
規
定
に
よ
る
帳
簿
書
類
の
提
示
又
は
提
出
の
要
求
に
対
し
、正
当
な
理
由
が
な
く
こ
れ
に
応
じ
ず
、

又
は
偽
り
の
記
載
若
し
く
は
記
録
を
し
た
帳
簿
書
類
（
そ
の
写
し
を
含
む
。）を
提
示
し
、
若
し
く
は
提
出
し
た

者

９

法
人
（
人
格
の
な
い
社
団
等
（
法
人
税
法
第
二
条
第
八
号
に
規
定
す
る
人
格
の
な
い
社
団
等
を
い
う
。
以
下
こ

の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
同
じ
。）を
含
む
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）の
代
表
者
（
人
格
の
な
い
社
団
等
の

管
理
人
を
含
む
。）又
は
法
人
若
し
く
は
人
の
代
理
人
、
使
用
人
そ
の
他
の
従
業
者
が
、
そ
の
法
人
又
は
人
の
業
務

に
関
し
て
前
項
の
違
反
行
為
を
し
た
と
き
は
、
そ
の
行
為
者
を
罰
す
る
ほ
か
、
そ
の
法
人
又
は
人
に
対
し
て
同
項

の
刑
を
科
す
る
。

10

人
格
の
な
い
社
団
等
に
つ
い
て
前
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
代
表
者
又
は
管
理
人
が
そ
の
訴

訟
行
為
に
つ
き
そ
の
人
格
の
な
い
社
団
等
を
代
表
す
る
ほ
か
、
法
人
を
被
告
人
又
は
被
疑
者
と
す
る
場
合
の
刑
事

訴
訟
に
関
す
る
法
律
の
規
定
を
準
用
す
る
。

11

非
居
住
者
の
内
部
取
引
に
つ
き
第
一
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
つ
た
場
合
に
お
い
て
、
同
項
の
規
定
の
適
用
に
関

し
国
税
通
則
法
第
二
十
三
条
第
一
項
第
一
号
又
は
第
三
号
に
掲
げ
る
事
由
が
生
じ
た
と
き
の
同
項
（
第
二
号
を
除

く
。）の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
五
年
」
と
あ
る
の
は
、「
六
年
」
と
す
る
。

12

更
正
若
し
く
は
決
定
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
更
正
決
定
」
と
い
う
。）又
は
国
税
通
則
法
第
三
十
二
条
第
五

項
に
規
定
す
る
賦
課
決
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
賦
課
決
定
」
と
い
う
。）で
次
の
各
号
に
掲
げ
る
も
の
は
、

同
法
第
七
十
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
各
号
に
定
め
る
期
限
又
は
日
か
ら
六
年
を
経
過
す
る
日
ま

で
、
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
第
三
項
及
び
第
四
項
並
び
に
同
法
第
七
十
一
条
第
一
項

の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
法
第
七
十
条
第
三
項
中
「
前
二
項
の
規
定
に
よ
り
」
と
あ
る
の
は
「
前
二
項
及

び
租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
条
の
三
の
三
第
十
二
項
（
非
居
住
者
の
内
部
取
引
に
係
る
課
税
の
特
例
）
の
規
定
に

よ
り
」
と
、「
、
前
二
項
」
と
あ
る
の
は
「
、
前
二
項
及
び
同
法
第
四
十
条
の
三
の
三
第
十
二
項
」
と
、
同
条
第
四

項
中
「
第
一
項
又
は
前
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
一
項
、
前
項
又
は
租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
条
の
三
の
三
第
十
二

項
」
と
、
同
法
第
七
十
一
条
第
一
項
中
「
が
前
条
」
と
あ
る
の
は
「
が
前
条
及
び
租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
条
の

三
の
三
第
十
二
項
（
非
居
住
者
の
内
部
取
引
に
係
る
課
税
の
特
例
）」と
、「
、
前
条
」
と
あ
る
の
は
「
、
前
条
及
び

同
項
」
と
す
る
。

一

非
居
住
者
が
内
部
取
引
価
格
を
第
一
項
に
規
定
す
る
独
立
企
業
間
価
格
と
異
な
る
額
と
し
た
事
実
に
基
づ
い

て
す
る
所
得
税
に
係
る
更
正
決
定
又
は
当
該
更
正
決
定
に
伴
い
国
税
通
則
法
第
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
課

税
標
準
等
若
し
く
は
税
額
等
に
異
動
を
生
ず
べ
き
所
得
税
に
係
る
更
正
決
定

こ
れ
ら
の
更
正
決
定
に
係
る
所

得
税
の
同
法
第
二
条
第
七
号
に
規
定
す
る
法
定
申
告
期
限
（
同
法
第
六
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
還
付
請
求

申
告
書
に
係
る
更
正
に
つ
い
て
は
、
当
該
還
付
請
求
申
告
書
を
提
出
し
た
日
）

３

国
税
庁
の
当
該
職
員
又
は
非
居
住
者
の
納
税
地
の
所
轄
税
務
署
若
し
く
は
所
轄
国
税
局
の
当
該
職
員
が
、
非
居

住
者
に
内
部
取
引
に
係
る
第
一
項
に
規
定
す
る
独
立
企
業
間
価
格
を
算
定
す
る
た
め
に
必
要
と
認
め
ら
れ
る
書
類

と
し
て
財
務
省
令
で
定
め
る
も
の
（
そ
の
作
成
又
は
保
存
に
代
え
て
電
磁
的
記
録
（
電
子
的
方
式
、
磁
気
的
方
式

そ
の
他
の
人
の
知
覚
に
よ
つ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
つ
て
、
電
子
計
算
機

に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
を
い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。）の
作
成
又
は
保
存
が
さ
れ
て
い
る
場

合
に
お
け
る
当
該
電
磁
的
記
録
を
含
む
。）又
は
そ
の
写
し
の
提
示
又
は
提
出
を
求
め
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
非

居
住
者
が
こ
れ
ら
を
遅
滞
な
く
提
示
し
、
又
は
提
出
し
な
か
つ
た
と
き
は
、
税
務
署
長
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る

方
法
（
第
二
号
に
掲
げ
る
方
法
は
、
第
一
号
に
掲
げ
る
方
法
を
用
い
る
こ
と
が
で
き
な
い
場
合
に
限
り
、
用
い
る

こ
と
が
で
き
る
。）に
よ
り
算
定
し
た
金
額
を
当
該
独
立
企
業
間
価
格
と
推
定
し
て
、
当
該
非
居
住
者
の
そ
の
年
分

の
所
得
税
法
第
百
六
十
四
条
第
一
項
第
一
号
イ
に
掲
げ
る
国
内
源
泉
所
得
に
つ
き
同
法
第
百
六
十
五
条
第
一
項
の

規
定
に
よ
り
同
法
第
二
十
二
条
の
規
定
に
準
じ
て
計
算
し
た
金
額
又
は
同
法
第
二
条
第
一
項
第
二
十
五
号
に
規
定

す
る
純
損
失
の
金
額
に
つ
き
同
項
第
四
十
三
号
に
規
定
す
る
更
正
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
更
正
」
と
い
う
。）

又
は
同
項
第
四
十
四
号
に
規
定
す
る
決
定
（
第
十
二
項
に
お
い
て
「
決
定
」
と
い
う
。）を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

一

当
該
非
居
住
者
の
当
該
内
部
取
引
に
係
る
事
業
と
同
種
の
事
業
を
営
む
個
人
で
事
業
規
模
そ
の
他
の
事
業
の

内
容
が
類
似
す
る
も
の
の
当
該
事
業
に
係
る
売
上
総
利
益
率
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
割
合
と
し
て
政
令
で
定
め
る

割
合
を
基
礎
と
し
た
前
項
第
一
号
ロ
若
し
く
は
ハ
に
掲
げ
る
方
法
又
は
同
項
第
二
号
に
定
め
る
方
法
（
同
項
第

一
号
ロ
又
は
ハ
に
掲
げ
る
方
法
と
同
等
の
方
法
に
限
る
。）

二

前
項
第
一
号
ニ
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
方
法
又
は
同
項
第
二
号
に
定
め
る
方
法
（
当
該
政
令
で
定
め
る

方
法
と
同
等
の
方
法
に
限
る
。）に
類
す
る
も
の
と
し
て
政
令
で
定
め
る
方
法

４

国
税
庁
の
当
該
職
員
又
は
非
居
住
者
の
納
税
地
の
所
轄
税
務
署
若
し
く
は
所
轄
国
税
局
の
当
該
職
員
は
、
非
居

住
者
が
前
項
に
規
定
す
る
財
務
省
令
で
定
め
る
も
の
又
は
そ
の
写
し
を
遅
滞
な
く
提
示
し
、
又
は
提
出
し
な
か
つ

た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
非
居
住
者
の
内
部
取
引
に
係
る
第
一
項
に
規
定
す
る
独
立
企
業
間
価
格
を
算
定
す
る
た

め
に
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
必
要
と
認
め
ら
れ
る
範
囲
内
に
お
い
て
、
当
該
非
居
住
者
の
当
該
内
部
取
引
に

係
る
事
業
と
同
種
の
事
業
を
営
む
者
に
質
問
し
、
当
該
事
業
に
関
す
る
帳
簿
書
類
（
そ
の
作
成
又
は
保
存
に
代
え

て
電
磁
的
記
録
の
作
成
又
は
保
存
が
さ
れ
て
い
る
場
合
に
お
け
る
当
該
電
磁
的
記
録
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
、
次

項
及
び
第
八
項
に
お
い
て
同
じ
。）を
検
査
し
、
又
は
当
該
帳
簿
書
類
（
そ
の
写
し
を
含
む
。）の
提
示
若
し
く
は
提

出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。
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